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要 旨

不法投棄後に覆土された廃棄物の埋立範囲を迅速かつ簡易に推定するため，廃棄物中に
含まれる成分を調査して指標となる物質を定め，指標物質の濃度分布を基に埋立範囲を推

定することを試みた。廃棄物からは揮発性有機化合物が検出され，とくにトルエンの濃度
が高かった。廃棄物の指標物質をトルエンとし，検知管を用いて不法投棄現場の土壌ガス

中濃度を測定した結果，対象地のほぼ全域に廃棄物が埋められていると判断された。掘削
により廃棄物の垂直分布を調査した結果，地中の廃棄物は土壌と混合した状態で埋められ
ていたが，原地盤である粘土層には達していなかった。土壌ガス中のトルエン濃度は，廃

棄物の近傍で高濃度を示す傾向がみられ，トルエン濃度から廃棄物の埋立範囲を効率的に
推定することが可能であった。

1. は じ め に

産業廃棄物の不法投棄や不適正処理を早期に発

見し適切な対策を講じることは，水質汚濁や土壌

汚染を防止する上で重要である。とくに，有害物

質を含む廃棄物が地中に不法投棄された場合，廃

棄物の撤去や有害物質の拡散防止のため，廃棄物

の存在範囲や有害物質の拡散状況を速やかに把握

する必要がある。

廃棄物や有害物質の分布を高精度で把握する方

法については，すでに多くの調査研究事例が報告

されている。石井ら１）は，不適正処分の行われた

最終処分場において，比抵抗探査およびボーリン

グ調査を行い，汚染分布の全体像を把握すること

を試みている。また磯部ら２）は，産業廃棄物の不

法投棄現場において，比抵抗探査，電磁探査，表

面波探査などの物理探査手法とボーリング調査を

併用することで，廃棄物の分布状況や地山の地形

を２次元的に把握できることを示している。

上記に示した物理探査手法やボーリング調査

は，廃棄物の位置を正確に捉えることができ，有

効な手段である一方，大規模な装置や専門的な知

識を必要とするという問題点がある。不法投棄発

見後の初期段階では，地方自治体の職員が現場調

査を実施することが多いため，調査方法は迅速か
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つ簡易で専門知識がなくとも適用できる方法が望

ましいと考えられる。

迅速性や簡易性を重視した調査方法として，

Nagamoriら３）は，土壌間隙水の電気伝導度（土壌

EC）を用いる方法について検討している。焼却灰

など多量の塩分を含む廃棄物が不法投棄された場

合，周辺土壌の塩類濃度が上昇するため，不法投

棄現場の土壌 ECを測定することによって，焼却

灰による汚染範囲を推定できることを報告してい

る。ただし，有機溶媒主体の投棄現場では土壌 EC

を利用した調査手法の適用は困難であろうと予測

している。

本研究では，揮発性有機化合物（VOC）を主成分

とする廃棄物が投棄された比較的小規模な不法投

棄現場を対象に，迅速かつ簡易に廃棄物の存在範

囲を特定する方法について検討した。具体的に

は，投棄された廃棄物中に含まれる成分を調査

し，指標となる物質を定め，指標物質の濃度分布

を基に廃棄物の埋立範囲を推定することを試み

た。

2. 廃棄物の埋立範囲の推定方法

不法投棄廃棄物の埋立範囲の推定は，①廃棄物

の溶出試験と不法投棄現場の土壌ガス調査による

指標物質の選定，②埋立てられた廃棄物の水平分

布調査，③埋立てられた廃棄物の垂直分布調査の

３段階に分けて実施した。一連の調査は２００５年６

月～１０月に実施した。
2.1 調査対象地

調査対象地は福岡県内の比較的小規模な不法投

棄現場であり，丘陵地の林を切り拓いてできた平

地と傾斜地からなる。調査対象地の状況を図 1

に示す。投棄現場の平地には，廃棄物と土壌が混

合した状態で高さ約５mの小山状に堆積してい

た。堆積した廃棄物の中には，ビニール片やポリ

ウレタン様の廃棄物が散見され，強い溶媒臭が発

生していた。さらに，廃棄物の堆積場所から北側

に位置する傾斜地（斜面の幅４０m，上下方向の距

離６０m）には廃棄物が埋められた形跡があり，溶

媒臭が発生していた。斜面の表層には真砂土によ

る覆土が施されており，廃棄物の埋立範囲が不明

であったため，この斜面において廃棄物の埋立範

囲を推定した。

2.2 廃棄物の指標物質の選定

不法投棄された廃棄物の指標物質を選定するた

め，廃棄物の溶出試験と不法投棄現場における土

壌ガス調査を実施した。

溶出試験は，廃棄物中の有害物質を把握し，廃

棄物の存在指標となる物質を検討するために実施

した。まず，小山状に堆積した廃棄物の頂上にお

いて，廃棄物を移植ごてにより採取した。また，

廃棄物が埋められていると考えられた斜面におい

て，土壌試料を採取した。採取した試料は実験室

に持ち帰り，廃棄物試料は環境庁告示第１３号４），

土壌試料は環境庁告示第４６号５）に基づく溶出試験

を実施した。得られた溶出液について，VOC，重

金属類，農薬類の分析を行い，廃棄物に特異的に

含まれる有害物質を調査した。有害物質の分析方

法は，VOCは JIS K０１２５に，他の成分は JIS K０１０２

に準拠した。

次に，廃棄物に特異的に含まれる有害物質のう

ち，現地で簡易に測定可能な成分を選定するた

め，土壌ガス中に含まれる VOC成分の調査を

行った。まず，堆積した廃棄物および斜面におい

て，ボーリングバーを用いて表層から深さ約８０

cmまで削孔した。この孔に長さ１．２m，外形６

mm，内径３mmのステンレス製パイプを差し込

み，ガス採取孔とした。ステンレス製パイプの上

端に，テフロンチューブを介して小型吸引エアポ

ンプ（柴田科学製 MP―Σ３００）を接続し，土壌中の

ガスを吸引した。吸引した土壌ガスは，溶媒抽出

用アクティブサンプラー（SUPELCO製 ORBOTM―

９１ Adsorbent Tubes）を通過させ，ガス中の成分

図 1 不法投棄現場の上空写真および概略図
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を吸着させた。吸着後のアクティブサンプラーは

実験室に持ち帰り，二硫化炭素１mLで溶出後，

GC―MS（島津製作所製 GC―１７Aおよび QP―５０００）

により分析を行い，土壌ガスに含まれる主要な

VOC成分を特定した。分析カラムには J & W Sci-

entific製 DB―１を用いた。

以上の溶出試験および土壌ガス調査の結果か

ら，廃棄物に特異的に含まれ，土壌ガス中からも

検出可能な成分を，廃棄物の存在を示す指標物質

として決定した。
2.3 廃棄物の水平分布調査

不法投棄廃棄物の水平分布調査は，廃棄物の指

標成分の土壌ガス中の濃度を測定することにより

実施した。まず，調査対象とした斜面を測量し，

５２カ所の格子（５m×５m）に区切った（図 2参

照）。次に，各格子の中央点において土壌ガス調

査と同様の手順で，ステンレス製パイプを約８０

cmの深さまで挿し込み，土壌ガスを吸引して指

標成分の濃度を測定した。水平分布調査の際に

は，広範囲にわたる調査地点を効率よく測定する

ため，指標成分の測定に検知管を用いた。ガス採

取時に高濃度の VOCを含む土壌ガスを吸引した

場合，ステンレス製パイプ内が汚染されるため，

あらかじめ複数本のパイプを用意し，適宜新しい

パイプに交換して測定を行った。
2.4 廃棄物の垂直分布調査

不法投棄廃棄物の垂直方向の存在状況を確認す

るため，土壌を掘削して廃棄物の垂直分布を調査

した。調査地点は，水平分布調査の結果で指標物

質の濃度が高かった地点のうち４地点とした。ま

ず，重機（バックホウ）により土壌および廃棄物層

を原地盤（地山）に達するまで掘削した。次に，掘

削した穴の壁面において，土壌の種類や廃棄物の

埋立状況を目視により確認したのち，壁面から水

平方向に削孔してステンレス製パイプを挿し込

み，検知管を用いて一定深さごとに指標物質の濃

度を測定した。

また，土壌および廃棄物の性状変化を電気伝導

度（EC）から推定できるか検討するため，一定深

さごとに採取した土壌または廃棄物１０gと蒸留水

１００mLをポリエチレン容器にとり，現場で振と

うする簡易溶出試験を実施し，懸濁液の ECを測

定した。

3. 結果および考察
3.1 廃棄物の指標物質

廃棄物および土壌の溶出試験の結果を表 1に

示す。ジクロロメタン，ベンゼン，トルエン，o―，

m―，p―キシレン，o―ジクロロベンゼンなどの

VOCが検出された。とくに，トルエンおよび o―

ジクロロベンゼンが高濃度であった。他の測定成

分である重金属類や農薬類は検出されなかった。

現地では溶媒臭が発生していたことをあわせて判

断すると，投棄された廃棄物は主として VOCを

含む廃棄物であると考えられた。

アクティブサンプラーを用いた土壌ガス調査の

結果，トルエン，o―，m―，p―キシレン，エチル

ベンゼン，o―，m―，p―ジクロロベンゼンが検出

された。検出された VOCの中ではトルエンの濃

度がもっとも高く，検知管により測定可能であっ

図 2 埋立廃棄物の水平分布の調査地点

表 1 廃棄物および土壌の溶出試験結果

採取試料
EC ジクロロメタン １，２―ジクロロエタン ベンゼン トルエン m，p―キシレン o―キシレン o―ジクロロベンゼン

（mS/m） （μg/L） （μg/L） （μg/L） （μg/L） （μg/L） （μg/L） （μg/L）

堆積廃棄物
斜 面 土 壌

２４．８
４０．８

１２
８．０

１．０
０．５

７．０
２．０

３１
１３０

５．０
１９

６．０
３３

１２
１５０

簡易調査手法を用いた不法投棄廃棄物の埋立て範囲の推定 ２３５

Vol. 33 No. 4（2008） ─３１



たことから，埋立廃棄物の存在を示す指標物質は

トルエンとし，以降の水平分布および垂直分布の

調査にはトルエン用検知管（GASTEC製 No.１２２，

検出下限値１０ppm）を用いた。
3.2 廃棄物の水平分布

不法投棄廃棄物の水平分布調査として，斜面の

土壌ガス中のトルエン濃度を測定した。調査結果

を図 3に示す。調査した５２地点のうち，４２地点

からトルエンが検出された。トルエンが検出され

た地点のうち，トルエン濃度が１０～１００ppmで

あった地点は２２地点，１００～６００ppmであった地

点は１０地点，検知管の測定上限値である６００ppm

を超えた地点は１０地点であった。水平分布調査の

結果から，斜面のほぼ全域にわたって VOCを含

む廃棄物が埋められており，とくに斜面の下部お

よび左右部分に多く分布していると考えられた。
3.3 廃棄物の垂直分布

水平分布調査の結果から，トルエンが高濃度で

あった格子のうち，斜面の上方に位置する調査地

点 B―３，D―５と，斜面下方に位置する調査地点 E―

９，D―１２を選択し（図 3参照），掘削により廃棄物

の垂直分布を調査した。図 4に各地点における

トルエン濃度および簡易溶出試験による電気伝導

度（EC）の垂直分布を示す。

掘削地点 B―３は，表層から深さ８０cmまでは真

砂土および黒色土壌の層であり，８０cm以深は粘

土層となった。掘削断面の観察結果から，粘土層

が調査対象地の原地盤であると考えられた。深さ

５０cmの位置には廃棄物の固まりが点在してい

た。トルエン濃度は廃棄物の存在する深さ５０cm

で６００ppm以上であり，深さ８０cm以深では減少

した。簡易溶出試験による ECの測定結果も，ト

ルエンと同様の傾向を示し，廃棄物のある深さ５０

cm付近で最大値１６６mS/mとなり，これより深く

なるにつれ減少した。

掘削地点 D―５では，表層から深さ８５cmまでが

真砂土および黒色土壌の層，深さ８５cm以深は粘

土層となった。トルエン濃度は深さ１０cmの表層

に近い部分で最大値１５０ppmを示し，３０cm以深

では低濃度であった。ECも同様に地表面で最大

であり，深さ１０cm以深では減少した。

掘削地点 E―９は表層から下層にかけて黒色の土

壌があり，深さ２５０cmで粘土層に達した。深さ

５０～８０cmにプラスチック状の廃棄物が見られ

た。トルエン濃度は廃棄物に近い深さ８０cmの位

置で６００ppmを超えたが，それ以深ではほとんど

検出されなかった。一方，ECは深さ１５０cmまで

は５～１１mS/m程度，深さ２００～２８０cmでは３３～

５６mS/mに微増しており，廃棄物との関連性は認

められなかった。

掘削地点 D―１２では表層から深さ１７０cmまで黒

色土壌層があり，その下は粘土層となった。深さ

約１００cmまでの層には，プラスチック廃棄物が

見られた。トルエンは深さ８０cmで６００ppm以上，

深さ１２０cmで３００ppmの濃度であった。１４０cmか

ら２５０cmまでのトルエン濃度は，約４０～５０ppm

と一定値を示したが，これは重機で掘削した坑内

全体の濃度が上昇したためであり，より低濃度の

評価は難しいと考えられた。一方，ECはすべて

の深さにわたってほぼ一定であり，廃棄物との関

連性はみられなかった。
3.4 廃棄物の埋立状況

廃棄物の埋立てが考えられた斜面において，水

平分布調査を実施した結果，調査範囲のほとんど

の地点でトルエンが検出されたことから，斜面の

広範囲にわたって廃棄物が埋められていると推定

された。

垂直分布調査の結果，地中の廃棄物は，土壌中

に点在した状態，あるいは土壌と混合した状態で

埋められていることが明らかになった。埋立てら

れた廃棄物は，調査対象地の原地盤と考えられる

粘土層には達していなかった。トルエン濃度は深

さ５０～８０cmの位置で高濃度となっており，廃棄

物の近傍で高濃度を示す傾向がみられた。

水平調査と垂直調査の結果から，調査対象地に

おける廃棄物の埋立状況を推定すると，廃棄物の

深さ方向の埋立範囲は，斜面の上方部では深さ

１００cm程度の粘土層までと推定された。斜面下

方部では，粘土層は深さ２５０cm以深となるが，

トルエン濃度が深さ１２０cm以深で減少すること

から判断して，廃棄物の埋立範囲は粘土層には達

しておらず，深さ約１２０cmまでと推定された。

調査対象とした不法投棄現場では，VOCを含

む廃棄物が埋立てられていたため，検知管を用い

ることによって，廃棄物の存在状況を効率的に推

定することが可能であった。VOCを対象とした
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図 3 土壌ガス中トルエン濃度の水平分布

図 4 トルエンおよび電気伝導度の垂直分布
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簡易測定法については，山口ら６）が，最終処分場

において暴露採取器（パッシブサンプラー）と GC

―MSを用いて多数の成分をモニタリングする方

法を検討している。検知管を用いることができな

い VOCによる汚染事例の場合には，暴露採取器

を用いた方法が有効になると考えられる。

投棄された廃棄物の性状によっては，ECに

よっても汚染状況を評価できることが考えられた

ことから，簡易溶出試験による ECの測定を併せ

て実施した。垂直分布調査における ECとトルエ

ン濃度との関係は図 5に示すとおりであり，ト

ルエン濃度および ECとも高い地点はあったもの

の，両者の関連づけは困難であった。ECは廃棄

物の有無以外に土壌の性状にも影響を受けるた

め，埋立廃棄物の指標として用いることは難しい

と考えられた。土壌 ECによる調査手法を検討し

た長森７）は，VOCなどの有機溶媒による土壌汚染

の場合，有機溶媒がイオン性の化学物質ではなく

ECの上昇が期待できないため，土壌 ECによる

調査方法は適用できないことが多いと述べ，VOC

を含む廃棄物の不法投棄に関しては，土壌 EC以

外の方法を確立する必要性を指摘している。本研

究で実施したように，検知管を用いて指標物質を

測定する方法は，VOC廃棄物の不法投棄現場に

おける簡易調査手法として有効であると考える。

4. ま と め

廃棄物の不法投棄現場において，迅速かつ簡易

に廃棄物の埋立範囲を推定するため，廃棄物に特

異的に含まれる成分を指標物質とする簡易調査手

法の検討を行った。得られた主な知見は以下のと

おりである。

① 調査対象地に投棄された廃棄物の性状を溶出

試験により確認したところ，トルエンやキシレ

ンなどの VOCが多く含まれていた。投棄現場

の土壌ガスからも VOCが検出された。高濃度

で検出された VOCのうち，検知管で測定可能

なトルエンを埋立廃棄物の指標物質に決定した。

② 土壌ガス中のトルエン濃度を検知管で簡易に

測定することにより，不法投棄された廃棄物の

水平分布を効率的に調査した。水平分布調査の

結果から，調査対象地のほぼ全域にわたって

VOCを含む廃棄物が埋められていることが明

らかになった。

③ 土壌ガス中のトルエンが高濃度であった地点

を選択し，重機による掘削を行い，垂直方向に

おける廃棄物の埋立状況を調査した。地中の廃

棄物は，土壌中に点在した状態，あるいは土壌

と混合した状態で埋められていた。埋立てられ

た廃棄物は，調査対象地の原地盤と考えられる

粘土層には達していなかった。トルエン濃度

は，廃棄物の存在する位置で高濃度を示す傾向

があった。
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